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（単位：千円）

差引額
（Ａ－Ｂ）

歳出決算額
（Ｂ）

歳入決算額
（Ａ）会 計 名

５７５，５９５８，７４５，８５６９，３２１，４５１一 般 会 計

１８３，３１９３，２４８，９３５３，４３２，２５４国 民 健 康 保 険

特別会計

１１，０２８５９８，２８２６０９，３１０後期高齢者医療

２７，２２６２４３，８４７２７１，０７３老 人 保 健 医 療

６９，３２３２，０５６，７４５２，１２６，０６８介 護 保 険

６７，８４０１，２２２，６６７１，２９０，５０７下 水 道 事 業

３５８，７３６７，３７０，４７６７，７２９，２１２小 計

９３４，３３１１６，１１６，３３２１７，０５０，６６３合 計

問合せ　財政課　�内線３２１、３２２

歳入歳出決算の総額歳入歳出決算の総額
【一般会計】

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

９７億５，８７０万３千円です。これに対し、

歳入決算額は９３億２，１４５万１千円で

収入率は９５．５％、歳出決算額は８７億

４，５８５万６千円で執行率は８９．６％、

翌年度へ繰越される額は、５億

７，５５９万５千円となりました。

【特別会計】

《国民健康保険特別会計》

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

３４億１，３２３万６千円です。

　これに対し、歳入決算額は３４億

３，２２５万４千円で、収入率１００．６％、

歳出決算額は３２億４，８９３万５千円で

執行率９５．２％、翌年度へ繰越される

額は、１億８，３３１万９千円となりま

した。

《後期高齢者医療特別会計》

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

６億３，５２１万１千円です。

　これに対し、歳入決算額は６億

９３１万円で、収入率９５．９％、歳出決算

額は５億９，８２８万２千円で執行率

９４．２％、翌年度へ繰越される額は、

１，１０２万８千円となりました。

《老人保健医療特別会計》

平成２０年度一般会計決算の主な増減

　　歳　入　

　歳入決算額は、９３億２，１４５万１千

円で前年度対比マイナス４．２％、４

億８４４万２千円の減となりました。

　町税は、６１億６，４１８万７千円で、前

年度対比プラス１．３％、７，９８２万８千

円の増となりました。これは、譲渡

所得の伸びなどにより個人町民税が

増となったこと等によるものです。

　配当割交付金は前年度対比マイナ

ス５６．４％、株式等譲渡所得割交付金

はマイナス７８．２％などと、景気後退

の影響を受け大幅な減収となりまし

た。

　地方交付税は、前年度対比マイナ

ス５８．１％、６，３１３万９千円の減とな

りました。これは、普通交付税が不

交付となったためです。

　繰入金は、５億７，０９６万６千円で

前年度対比マイナス２８．６％、２億

２，８６５万７千円の減となりました。

これは財政調整基金繰入金や都市計

画事業整備基金繰入金が減となった

ことによるものです。

　県支出金は、４億９，５４７万３千円

で前年度対比マイナス１６．７％、

９，９５７万６千円の減となりました。

これは、真名瀬漁港再生交付金や選

挙関係委託金の減によるものです。
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一 般 会 計一 般 会 計

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

２億５，２０２万６千円です。

　これに対し、歳入決算額は２億

７，１０７万３千円で、収入率１０７．６％、

歳出決算額は２億４，３８４万７千円で

執行率９６．８％、翌年度へ繰越される

額は、２，７２２万６千円となりました。

《介護保険特別会計》

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

２１億６，０１６万５千円です。これに対

し、歳入決算額は２１億２，６０６万８千

円で、収入率９８．４％、歳出決算額は

２０億５，６７４万５千円で執行率９５．２％、

翌年度へ繰越される額は、６，９３２万

３千円となりました。

《下水道事業特別会計》

　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

１４億２，００３万９千円です。これに対

し、歳入決算額は１２億９，０５０万７千

円で、収入率９０．９％、歳出決算額は

１２億２，２６６万７千円で執行率８６．１％、

翌年度へ繰越される額は、６，７８４万

円となりました。

（単位：千円）
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▼町税の内訳▼歳入（財政区分別）

6161億64186418万7千円千円�
6060億84358435万9千円千円�

7億99629962万3千円千円�

61億6418万7千円�
60億8435万9千円�

繰 越 金�

（億円）�

町　　　　税�

財 産 収 入�

寄 附 金�

繰 入 金�

諸 収 入�

分担金及び�
負 担 金�

使用料及び�
手 数 料�

自
　
主
　
財
　
源�

5704万9千円�
5484万8千円�

1億7777万8千円�
1億8101万5千円�

1276万1千円�
1165万8千円�

206万4千円�
2313万2千円�

5億7096万6千円�
7億9962万3千円�

5億725万3千円�
5億7008万円�

8355万3千円�
7550万9千円�

0 5 60

7751万7千円�
8033万円�

2918万4千円�
2977万円�

1376万7千円�
3157万5千円�

510万2千円�
2342万9千円�

2億1509万4千円�
2億2742万5千円�

2238万6千円�
2391万円�

6338万1千円�
8315万3千円�

8477万3千円�
4435万6千円�

4545万円�
1億858万9千円�

524万9千円�
599万4千円�

3億2788万6千円�
2億7848万9千円�

4億9547万3千円�
5億9504万9千円�

3億6057万8千円�
3億9760万円�

地方譲与税�

 利子割交付金�

 配当割交付金�

株式等譲渡所�
得割交付金�

地方消費税�
交 付 金�

ゴルフ場利用�
税 交 付 金�

自動車取得�
税 交 付 金�

 地 方 特 例�
交 付 金�

 地方交付税�

交通安全対策�
特別交付金�

国庫支出金�

 県 支 出 金�

 町　　　　債�

依
　
存
　
財
　
源�

（億円）�
0 5 10

3232億69216921万5千円千円�
3131億94709470万4千円千円�
32億6921万5千円�
31億9470万4千円�

22億1779万6千円�
22億156万円�

2599万円�
2514万9千円�

1億2958万4千円�
1億4587万4千円�

5億2160万2千円�
5億1707万2千円�

町　民　税�

町たばこ税�

都市計画税�

固定資産税�

軽自動車税�

平成20年度決算額�

平成19年度決算額�

（億円）
0 10 20 30 40

　歳　出　

　歳出決算額は、８７億４，５８５万６千

円で前年度対比マイナス５．２％、４

億７，６７８万４千円の減となりました。

　民生費が子育て支援センターの設

置及び運営の開始、また後期高齢者

医療特別会計の創設により前年度対

比２０．２％、３億５，４３５万円の増とな

りました。

　総務費は、財政調整基金等への積

立金が減少したため、前年度対比マ

イナス２３．２％、４億２，８４２万４千円

の減となりました。

　農林水産業費は、真名瀬漁港再整

備事業費の減により、マイナス

７３．９％、１億２，８１３万６千円の減と

なりました。

27億8141万5千円千円�

15億5086万1千円千円�

18億2421万9千円千円�

27億9248万2千円�

15億6729万円万円�

18億7222万3千円千円�
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49万2千円�

500万円�

15億6729万円�

7億512万1千円�

18億7222万3千円�

人 件 費 �

 物 件 費 �

 維持補修費�

 扶 助 費 �

 補助費等�

普通建設�
事 業 費�

 災害復旧�
事 業 費�

公 債 費 �

 積 立 金 �

 投資及び�
出 資 金�

 貸 付 金 �

 繰 出 金 �

消
費
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経
費�

そ
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�
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資
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（億円）
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21億1212万8千円千円�
�

18億4690万2千円�
�
�

17億5777万8千円千円�
�
�

1億9126万3千円�

16億2858万4千円�
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1億9126万3千円�

14億1847万8千円�

21億1212万8千円�
�

14億8781万8千円�

4530万5千円�
�

7368万9千円�

13億5683万8千円�

5億5070万2千円�

9億2148万2千円�
�

0円�

5億8641万9千円�

216万8千円�
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�
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�
�

16億2858万4千円�

1億7344万1千円�
�
�
8978万5千円�
�
�
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�
�

5億4988万2千円�
�
�
� 9億3762万4千円�

�
�

309万6千円�
�

6億2098万8千円�
�
�

議 会 費�

総 務 費�

民 生 費�

衛 生 費�

農 林 水�
産 業 費�

商 工 費�

土 木 費�

消 防 費�

教 育 費�

災 害 復�
旧 　 費�

公 債 費�

諸支出金�

（億円）�
▼歳出（性質別） ▼歳出（目的別）

0 1 2 3 4 5

（1）目的別内訳�

総 務 債 �

民 生 債 �

衛 生 債 �

農林水産業債�

土 木 債 �

1億4851万1千円�

（億円）�

4億2353万1千円�

1億2870万円�
�

7500万円�
�

3億7743万6千円�

0 1 2 3 4 5 10 11 25

消 防 債 �

教 育 債 �

減税補てん債�

臨時税収�
補てん債�

臨時財政�
対 策 債 �

（億円）�

4億2841万5千円�
�

4億3115万4千円�

10億3226万2千円�

5160万4千円�

26億285万2千円�

地方公営企業等�
金融機構　　　�

2億1900万5千円�

神奈川県�
9079万円�

県市町村振興協会�
5億1937万1千円�

合　　計�
56億�

9946万5千円�
財務省�
28億�
9890万�
9千円�

（旧）郵政公社�
13億8687万1千円�

（2）借入先別内訳�市中銀行等�
5億8451万9千円�

町債の状況（一般会計）町債の状況（一般会計）

平成20年度決算額�

平成19年度決算額�
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特 別 会 計特 別 会 計

皆増１３，２２９１３，２２９総 務 費

皆増５８５，０５３５８５，０５３後期高齢者医療広域連合納付金

０．０００公 債 費

０．０００諸 支 出 金

皆増５９８，２８２０５９８，２８２合 計

後
期
高
齢

者
医
療

老
人
保
健
医
療

△９１．０△１，３９７，６１９１，５３５，７３１１３８，１１２支払基金交付金

△８７．０△６１８，０９５７１０，７５７９２，６６２国 庫 支 出 金

△８７．８△１５０，７６９１７１，７４８２０，９７９県 支 出 金

△９１．３△１７５，９８５１９２，８４０１６，８５５繰 入 金

△７０．５△５，４４４７，７２１２，２７７繰 越 金

２７．９４１１４７１８８諸 収 入

△８９．６△２，３４７，８７１２，６１８，９４４２７１，０７３合 計

△９９．５△１１，９１１１１，９６５５４総 務 費

△９０．８△２，３６５，８３４２，６０４，７０２２３８，８６８医 療 諸 費

０．００００公 債 費

皆増４，９２５０４，９２５諸 支 出 金

△９０．７△２，３７２，８２０２，６１６，６６７２４３，８４７合 計

下
水
道
事
業

８．９１６，１３６１８０，４５９１９６，５９５使用料及び手数料

△２７．２△４８，６２０１７９，０００１３０，３８０国 庫 支 出 金

△４６．７△６，２３７１３，３６６７，１２９県 支 出 金

△９．７△８３，３００８６０，０００７７６，７００繰 入 金

１．２７０４６０，５６０６１，２６４繰 越 金

２，２９２．０７，１２８３１１７，４３９諸 収 入

△４６．６△９７，０００２０８，０００１１１，０００町 債

△１４．１△２１１，１８９１，５０１，６９６１，２９０，５０７合 計

２．５５，７４３２３２，１２８２３７，８７１総 務 費

△３６．８△１７９，３１６４８６，８７６３０７，５６０事 業 費

△６．１△４４，１９２７２１，４２８６７７，２３６公 債 費

△１５．１△２１７，７６５１，４４０，４３２１，２２２，６６７合 計

介　

護　

保　

険

３．９１６，６５８４２４，９６７４４１，６２５介 護 保 険 料

２．３２３３９，９４５１０，１７８使用料及び手数料

１１．２４２，１９７３７６，６４３４１８，８４０国 庫 支 出 金

６．６３７，３２８５６３，９９３６０１，３２１支払基金交付金

７．３２０，４３０２８０，３５７３００，７８７県 支 出 金

皆増６１６１財 産 収 入

１．２３，５１６２９７，２４４３００，７６０繰 入 金

１０．９５，０８３４６，７９９５１，８８２繰 越 金

５３９．６５１８９６６１４諸 収 入

６．３１２６，０２４２，０００，０４４２，１２６，０６８合 計

△１１．３△７，４２７６５，９８８５８，５６１総 務 費

４．５８１，７６４１，８０７，３０５１，８８９，０６９保 険 給 付 費

０．００保健福祉事業費

１３．６５，０７７３７，３６１４２，４３８地域支援事業費

１０６．０３１，７９１３０，０００６１，７９１基 金 積 立 金

０．００公 債 費

△３４．９△２，６２２７，５０８４，８８６諸 支 出 金

５．６１０８，５８３１，９４８，１６２２，０５６，７４５合 計

国
民
健
康
保
険

△２１．２△２８０，５０９１，３２６，０１６１，０４５，５０７国民健康保険料

△３０．０△３１０７使用料及び手数料

△１．１△６，９２３６３７，２０４６３０，２８１国 庫 支 出 金

△６４．８△４０６，４３５６２７，２１４２２０，７７９療養給付費等交付金

皆増６７５，７４０６７５，７４０前期高齢者交付金

△１．４△１，８５５１３３，０４８１３１，１９３県 支 出 金

５．５１４，５１２２６５，０４６２７９，５５８共同事業交付金

１１９．７１７０１４２３１２財 産 収 入

３０．７６６，６１５２１６，８２４２８３，４３９繰 入 金

△３０．２△６９，４７８２３０，２０５１６０，７２７繰 越 金

△２５．４△１，６０７６，３１８４，７１１諸 収 入

△０．３△９，７７３３，４４２，０２７３，４３２，２５４合 計

△３．３△２，１８５６６，１２５６３，９４０総 務 費

１．８３６，８６６２，０９２，０９９２，１２８，９６５保 険 給 付 費

皆増４０２，８２０４０２，８２０後期高齢者支援金等

皆増５４２５４２前期高齢者納付金等

△７９．６△４３０，２４１５４０，４７６１１０，２３５老人保健拠出金

△５．８△１１，２４６１９３，９８６１８２，７４０介 護 納 付 金

８．９２３，５０９２６４，７９８２８８，３０７共同事業拠出金

５８．９６，９７５１１，８４７１８，８２２保 健 事 業 費

△５７．０△５３，３３０９３，６４２４０，３１２基 金 積 立 金

０．００公 債 費

△３３．１△６，０７５１８，３２７１２，２５２諸 支 出 金

△１．０△３２，３６５３，２８１，３００３，２４８，９３５合 計

歳　入 （単位：千円） 歳　出 （単位：千円）

比　　　較
平成１９年度平成２０年度区　　　分

伸率（％）増減
比　　　較

平成１９年度平成２０年度区　　　分
伸率（％）増減

皆増３７２，３３２３７２，３３２後期高齢者医療保険料

０．０００使用料及び手数料

皆増２３６，９４２２３６，９４２繰 入 金

皆増３６３６諸 収 入

皆増６０９，３１００６０９，３１０合 計



５

特　

集

（1）借入先別内訳�

（旧）郵政公社�
 7億6990万円�

地方公営企業等金融機構�
13億5934万7千円�

合　　計�
99億�

1620万9千円 �

　財務省�
77億1612万9千円�

神奈川県�
7083万3千円�

２　資金不足比率
増 減１９　年　度２０　年　度説　　　明区　　　分

－

－
（資 金 不 足 に
なっていない）
（２０．００）

－
（資金不足になっ
ていない）
（２０．００）

　下水道事業特別会計の各年度の経営状況を示す指
標で、下水道事業の資金不足額が事業の規模（料金収
入の規模）に占める比率を表します。

下 水 道 事 業
特 別 会 計

１８０，０７８千円１９５，８４１千円事 業 規 模 （ 料 金 収 入 ）

経営健全化基準：公営企業の自主的な改善努力による経営健全化を図るため、資金不足比率が基準以上となった場
合、経営健全化計画を議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告することになります。

（　）内は経営健全化基準

増　減１９　年　度２０　年　度説　　　明区　　　分

－

－
（赤字になって
いない）
（１４．２７）

－
（赤字になって
いない）
（１４．２１）

　各年度の経営状況を示す指標で一般会計の実質的
な赤字額が「標準的な状態で見込まれる一般財源
（※）」の規模に占める比率を表します。
※税収や普通交付税など使途が特定されない財源

実 質 赤 字 比 率

－

－
（赤字になって
いない）
（１９．２７）

－
（赤字になって
いない）
（１９．２１）

　各年度の経営状況を示す指標で一般会計・特別会
計の全てをあわせた実質的な赤字額が「標準的な状
態で見込まれる一般財源」の規模に占める比率を表
します。

連 結 実 質
赤 字 比 率

　０．２
１．９

（２５．００）
２．１

（２５．００）

　各自治体の公債費（一般会計や下水道事業特別会
計の地方債の元利償還金など）による財政負担の度
合いを判断する指標で、３か年の平均で示されます。

実質公債費比率

△０．２
４．９

（３５０．００）
４．７

（３５０．００）

　各自治体が将来に支出しなければならない財政負
担（地方債の現在高や退職手当の負担見込額など）
が、標準的な状態で見込まれる一般財源の規模の何
倍にあたるかを示す指標です。単年度にとどまら
ず、中・長期的な視点での財政状況を表しており、
将来に財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標と
いえます。

将 来 負 担 比 率

６，４０５，３６２千円６，５５０，２２２千円標準的な状態で見込まれる一般財源

財政健全化指標の状況財政健全化指標の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

基づき、平成２０年度決算に基づく財政の健全性

を示す４つの指標　（健全化判断比率）と公営企

業の経営状況を明らかにする指標（資金不足比

率）を公表します。

　各指標が基準を超えた場合には、財政の早期

健全化や再生等を図る計画の策定が義務付けら

れます。

　葉山町の平成２０年度決算に基づく各指標の算

定結果は、いずれも基準を下回っています。

町債の状況（下水道事業特別会計）町債の状況（下水道事業特別会計）

（　）内は早期健全化基準
早期健全化基準：自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図るため１つでも基準以上となった場合、財政健
全化計画を議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告することになります。

１　健全化判断比率


